
令和８年度　社会福祉法人指導監査調書
	作 成 日
	　　年　　月　　日

	決 裁 者
	

	作 成 者
	


※年は和暦で記載してください。（以下同じ。）
１　法　人　の　概　況

（１）主な概況

	（ふ　り　が　な）

法　　人　　名
	
	（ふりがな）

理事長氏名
	

	主たる事務所
の所在地
	〒  　-　 　 　


	電話番号
	（　　　）

	
	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	（　　　）

	
	
	Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	法人HPｱﾄﾞﾚｽ
	

	法人設立認可
年月日番号
	　　年　　月　　日

鳥取県(指令)　第　　　　　号
	法人設立
登記年月日
	　　年　　月　　日


	法　人　の

　沿　革

法人設立に至
る経緯及び法
人設立から現
在までの動き

（※１、※２）

	

	※１「法人の沿革」欄には、主となる社会福祉事業の取組等について簡潔明瞭に記載してください。
＜記載例＞社会福祉施設等の新設、改築、定員増などがあった場合、その経過等を記載してください。

※２「法人の沿革」欄は、既存の資料（パンフレット等）の添付をもって代えても差し支えありません。　

ただし、当該資料が上記１を満たさない場合は、別途記載してください。



（２）指導監査における指摘事項の改善状況

ア　前回指導監査文書指摘事項　（前回指導監査年月日　　　　年　　月　　日）
	指摘事項
	改善状況報告における是正又は改善状況
	現在の状況

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　イ　前々回指導監査文書指摘事項　（前々回指導監査年月日　　　　年　　月　　日）
	指摘事項
	改善状況報告における是正又は改善状況
	現在の状況

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


   注）１　「指摘事項」欄及び「改善状況報告における是正又は改善状況」欄は、県に提出した改善状況報告書の内容を転記してください。
　　　 ２　「現在の状況」欄は、改善状況報告書提出後の現在の状況を記載するとともに、未改善の場合は、その理由を記載してください。
　　ウ　前回指導監査口頭指摘・助言事項　（前回指導監査年月日　　　　年　　月　　日）
	指摘事項
	対応状況・現在の状況

	
	

	
	

	
	

	
	


（３）役員等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年４月１日現在）
	区  分
	定数(※)
	現  員
	欠  員
	欠員の時期
	欠員の期間
	欠員が生じた理由等
	欠員補充の見込み

	理  事

	人

	人

	人

	　年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	
	
	
	
	    年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	
	
	
	
	    年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	監  事

	人

	人

	人

	　年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	　　年　 　月　　 日　頃

	
	
	
	
	    年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	
	
	
	
	    年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	評議員

	人

	人

	人

	　 年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	
	
	
	
	    年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃

	
	
	
	
	    年　　　月　　　日
	　年　か月
	
	年　 　月　　 日　頃


※　定数は、定款で定められている定数を記載してください。
（４）定款変更の状況
	評議員会の議決日
	　年　　月　　日
	　年　　月　　日
	　年　　月　　日

	定款変更認可

申請（届出）年月日
	　年　　月　　日
	　年　　月　　日
	　年　　月　　日

	定款変更
認可日
	鳥取県(指令)
第　　　　号認可(届出)
年　　月　　日
	鳥取県(指令)
第　　　号認可(届出)
年　　月　　日
	鳥取県(指令)
第　　　号認可(届出)
年　　月　　日

	主な変更内容
	
	
	


　　注）　令和５年度以降の変更を記載してください。令和５年度以降に変更がない場合は、最終の変更について記載してください。

（５）役員（理事・監事）名簿

任期（　　　　年　　月　　日～　　　　年定時評議員会終結の時）

令和８年７月１日現在

	区　分

（注１）
	氏　名
	生年月日
	住　　所
	職　業
（注２）
	当初就任

年月日

（注３）
	親族等特殊関係（注４）
	社会福祉に関する経歴（主なもの）
	報酬の額（年額）

（注５）
	役員の資格等
（注６）
	選任書類

（注７）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	経営に識見を有する
	地域の福祉の実情に通じている
	施設の管理者等
	社会福祉事業に識見を有する
	財務管理に識見を有する
	履　歴　書
	誓　約　書
	就任承諾書

	理事長
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	大・昭・平

年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※役員名簿については、上記内容が分かる役員名簿を作成している場合は、既存の役員名簿の添付でも可とします。

（注１）区分欄には、「理事長」、「業務執行理事」、「理事」等定款に定める役職名を記載してください。また、業務執行理事には右欄に「○」を記載してください。

（注２）職業欄はできるだけ具体的に記載してください。また、現在無職でも役員に就任した当時又は就任前の職業を「元○○」と記載してください。

　　　　（例）社会福祉法人○○福祉会評議員、○○会社代表取締役、○○医院院長、○○会計事務所所長、○○地区児童・民生委員、○○町長、元○○施設長

（注３）当初就任年月日欄は、貴法人に役員として初めて就任された年月日を記載してください。

（注４）親族等特殊関係欄には、次の①～⑦に該当する番号を記載して、具体的な関係を記載してください。

　　　　①　配偶者、３親等以内の親族（※租税特別措置法第40条第１項の適用を受けるための条件とされる親族は６親等以内の血族、配偶者、３親等以内の姻族）
②　当該役員とまだ婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻と同様の事情にある者
③　当該役員の使用人及び当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者及びその配偶者
④　②又は③の三親等以内の親族で、これらの者と生計を一にしている者
⑤　当該役員が役員若しくは業務を執行する社員である他の同一の社会福祉法人以外の団体の役員、業務を執行する社員又は職員
⑥　他の社会福祉法人の役員又は職員
⑦　国の機関、地方公共団体等の団体の職員（国会議員又は地方議会の議員を除く。）
（注５）報酬の額（年額）欄は、理事会出席時に支給される費用弁償（旅費）は含めないで報酬のみの年額を記載してください。

（注６）役員の資格等欄は、貴法人が役員として選任した資格について該当する欄に「○」を記載してください。
（注７）選任書類欄については、貴法人に保存されている場合に該当の書類に「○」を記載してください。

　　　　誓約書欄は、誓約書の他、確認書等の書面又は官公庁の発行する書類で欠格事由に該当しないことを確認している場合は「○」としてください。

（６）評議員名簿

任期（　　　　年　　月　　日～　　　　年定時評議員会終結の時）

令和８年７月１日現在

	区分
	氏　名
	生年月日
	住　　所
	職　業
（注１）
	当初就任

年月日

（注２）
	親族等特殊関係
（注３）
	社会福祉に関する経歴

（主なもの）
	報酬の額

（年額）

（注４）
	選任書類

（注５）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	履　歴　書
	誓　約　書
	就任承諾書

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	

	評議員
	
	年　月　日
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	
	
	


※評議員名簿については、上記内容が分かる評議員名簿を作成している場合は、既存の評議員名簿の添付でも可とします。

（注１）職業欄はできるだけ具体的に記載してください。また、現在無職でも評議員に就任した当時又は就任前の職業を「元○○」と記載してください。

　　　　（例）社会福祉法人○○福祉会評議員、○○会社代表取締役、○○医院院長、○○会計事務所所長、○○地区児童・民生委員、○○町長、元○○施設長

（注２）当初就任年月日欄は、貴法人に評議員として初めて就任された年月日を記載してください。

（注３）親族等特殊関係欄には、次の①～⑦に該当する番号を記載して、具体的な関係を記載してください。

　　　　①　配偶者、３親等以内の親族（※租税特別措置法第40条第１項の適用を受けるための条件とされる親族は６親等以内の血族、配偶者、３親等以内の姻族）
②　当該評議員又は役員とまだ婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻と同様の事情にある者
③　当該評議員又は役員の使用人及び当該評議員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者及びその配偶者
④　②又は③の三親等以内の親族で、これらの者と生計を一にしている者
⑤　当該評議員又は役員が役員若しくは業務を執行する社員である他の同一の社会福祉法人以外の団体の役員、業務を執行する社員又は職員
⑥　他の社会福祉法人の役員又は職員
⑦　国の機関、地方公共団体等の団体の職員（国会議員又は地方議会の議員を除く。）　　　　　　

（注４）報酬の額（年額）欄は、評議員会出席時に支給される費用弁償（旅費）は含めないで報酬のみの年額を記載してください。

（注５）選任書類欄については、貴法人に保存されている場合に該当の書類に「○」を記載してください。

　　　　誓約書欄は、誓約書の他、確認書等の書面又は官公庁の発行する書類で欠格事由に該当しないことを確認している場合は「○」としてください。
（７）施設長等名簿

令和８年７月１日現在

	施設名
	氏名
	年齢
	施設長の

従事年数
	月額給与

（円）
	管理職手当

（円）
	各種諸手当

（注１）

（円）
	合計

（円）
	規程の

有無

（注２）
	親族等の特殊な関係にある役員等氏名

（注３）

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	有・無
	


（注１）各種諸手当は、貴法人が規定している通勤手当等の全ての手当（管理職手当を除く）の総額を記載してください。
（注２）規程の有無については、給与規程等で月額給与、管理職手当、各種諸手当の額が規定されている場合に「有」に○を、規定されていない場合は「無」に○をつけてください。
（注３）親族等の特殊な関係にある役員等氏名については、「１法人の概況（５）役員（理事・監事）名簿（注４）を参照してください。

（８）理事（長）等と法人間の取引の状況　（令和７年度中に行われた又は令和８年４月１日現在継続中の取引）

①　役員又は評議員（個人及び代表等を務める会社との取引状況）
	区　分
	氏　　名

（Ａ）
	（A）が代表又は役員を務める会社名（※１）
	具体的な

取引等の内容
	取引金額

（円）
	契約の有無
	理事会承認

年月日（※２）

	
	
	
	
	
	有
	無
	契約年月日
	

	１．理事長

	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	２．理　事

	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	３．監　事

	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	４．評議員

	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日

	
	
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年 　月 　日


②　役員又は評議員と親族等の特殊な関係にある者（個人及び代表等を務める会社との取引状況）

	区　分
	氏　　名

（Ａ）
	（A）が代表又は役員を務める会社名（※１）
	具体的な

取引等の内容
	取引金額

（円）
	契約の有無
	理事会承認

年月日（※２）

	
	
	
	
	
	有
	無
	契約年月日
	

	親族等の特殊な関係にある者

(※３)
	（　　　）
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	（　　　）
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	（　　　）
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	（　　　）
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日

	
	（　　　）
	
	
	
	
	
	年 　月 　日外　件
	年　 月 　日


※１　「（A）が代表又は役員を務める会社名」欄には、役員又は評議員並びに役員又は評議員と親族等の特殊な関係にある者が代表又は役員として経営する会社と取引をしている場合に会社名を記載してください。
※２「理事会承認年月日」欄には、取引に当たり理事会の承認を必要とする場合の理事会承認年月日を記載してください。金額の多少に関わらず取引があれば全て記載してください。取引が複数件ある場合は年間の取引総額を記載してください。
※３　｢１　法人の概況（５）役員（理事・監事）名簿（注４）及び（６）評議員名簿（注３）｣を参照してください。また、②の氏名の欄中の（　）には親族等の特殊な関係の内容を記載してください。
【記載例】

（８）理事（長）等と法人間の取引の状況　（令和７年度中に行われた又は令和８年４月１日現在継続中の取引）

①　役員又は評議員（個人及び代表等を務める会社との取引状況）
	区　分
	氏　名

（Ａ）
	（A）が代表又は役員を務める会社名（※１）
	具体的な

取引等の内容
	契約の有無
	理事会承認

年月日（※２）

	
	
	
	
	有
	無
	契約年月日
	

	１．理事長
	鳥取太郎
	
	施設Ａ敷地の土地の賃借（無償）
	○
	
	H18年４月１日
	H18年３月10日

	
	
	
	
	
	
	
	

	２．理　事

	鳥取花子
	(医)鳥取会
	施設Ｂ嘱託医の委託
	○
	
	H30年４月１日
	H31年３月20日

	
	
	
	
	
	
	
	

	（略）

	４．評議員
	鳥取太郎
	
	施設Ａ敷地の土地の賃借（無償）
	○
	
	H18年４月１日
	H18年３月10日

	
	鳥取花子
	(医)鳥取会
	施設Ｂ嘱託医の委託
	○
	
	H28年４月１日
	H28年３月20日

	
	倉吉次郎
	(株)▲▲介護サービス
	介護用品の納入
	○
	
	H23年４月１日
	H23年３月20日

	
	米子三郎
	(株)◆◆建設
	Ａ施設屋根修繕の工事
	○
	
	R7年７月５日
	R7年５月25日


②　役員又は評議員と親族等の特殊な関係にある者（個人及び代表等を務める会社との取引状況）
	区　分
	氏　名

（Ａ）
	（A）が代表又は役員を務める会社名（※１）
	具体的な

取引等の内容
	契約の有無
	理事会承認

年月日（※２）

	
	
	
	
	有
	無
	契約年月日
	

	親族等の特殊な関係にある者

(※３)
	境春子（理事岩美一郎の娘）
	(株)■■クリーン
	清掃業務の委託
	○
	
	R7年12月10日
	R7年11月10日

	
	鳥取四郎（理事長鳥取太郎の弟）
	(有)●●建設
	Ｂ施設外壁補修の工事
	○
	
	R7年12月20日
	R7年11月10日

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	鳥取一太郎（理事長鳥取太郎の親）
	
	施設Ｂ敷地の土地の賃借（有償）
	○
	
	H18年４月１日
	H18年３月10日

	
	
	
	
	
	
	
	


（９）評議員の選任・解任の状況
　　①評議員の選任・解任の方法
　　　　□評議員選任・解任委員会の設置

　　　　□その他の方法[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　　②報酬（手当）の支給　　□　有　[　年額　　　　　　円　・　１日当たり　　　　　　円　]　

　□　無

　　③評議員選任・解任委員会委員の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年７月１日現在
	区分
	氏名
	年齢
	住所
	職業
	当初就任
年月日
	任期満了

年月日
	親族等の特殊な関係にある役員名

	
	
	
	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	


　　　※　「区分」欄には、監事、法人職員、外部委員の別を記載してください。
　　　※　「職業」欄には、現在の職業名をできるだけ具体的に記載し、公職にある者は、公職名も記載してください。

※　親族等の特殊な関係にある役員については、｢１　法人の概況（５）役員（理事・監事）名簿（注４）｣を参照してください。

　　④　評議員選任・解任委員会開催状況（令和６年度）
	開催年月日
	開催場所
	出席者／定数
	出席者氏名
	欠席者氏名
	選任した評議員氏名
	解任した評議員氏名

	
	
	／
	
	
	
	

	
	
	／
	
	
	
	


（１０）会計監査人設置状況（該当する法人のみ記載してください。）
	公認会計士氏名又は監査法人名
	選任年月日
	報酬（手当）支給額
	監査報告の内容通知日

	
	年　　月　　日
	
	年　　月　　日


２　理事会・評議員会開催状況（令和６年度）
（１）理事会の開催状況
	(開催通知年月日)
開催年月日

＜開催時間＞

※１
	開催場所
	出席者数／定数
	出席者氏名

（議事録作成者）

※２
	欠席者氏名
	欠席理由
	理事会審議事項
（※３）

	第１回

	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	／

	理事
	
	
	

	
	
	
	
	
	監事
	
	
	

	第２回

	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	／

	理事
	
	
	

	
	
	
	
	
	監事
	
	
	

	第３回
	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	 ／
	理事
	
	
	

	
	
	
	
	
	監事
	
	
	

	第４回

	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	／
	理事
	
	
	

	
	
	
	
	
	監事
	
	
	


※１　「開催年月日」欄の（　）には、開催通知を送付した年月日を記載してください。理事会の決議の省略又は理事会への報告の省略を行った場合は、２欄目に「○」を記載してください。
※２　理事会の決議の省略又は理事会への報告の省略を行った場合は、議事録を作成した理事の氏名を記載してください。
※３　理事会審議事項には、□決算・事業報告、□基本財産の処分、□予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄、□予算・事業計画（変更を含む）、□金銭の借入・財産の取得・工事等契約、□理事長・業務執行理事の選定及び解職、□施設長の任免、□規程等の制定及び変更、□定款の変更、□予算・事業計画、□競業及び利益相反取引の承認、□理事長及び業務執行理事（選任されている場合）の職務の執行状況の報告、□評議員会の開催について、□その他、貴法人の業務に関する重要事項等該当のある事項を記載してください。
(２)　評議員会の開催状況
	(開催通知年月日)
開催年月日

＜開催時間＞

※１
	開催場所
	出席者数／定数
	出席者氏名

（議事録作成者）

※２
	欠席者氏名
	欠席理由
	出席役員（理事・監事）氏名
	評議員会審議事項

（※３）

	第１回
	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	／

	
	
	
	
	

	第２回
	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	／

	
	
	
	
	

	第３回
	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	 ／
	
	
	
	
	

	第４回
	
	（　年　月　日）
年　月　日

＜  :  ～　:  ＞
	
	／
	
	
	
	
	


※１　「開催年月日」欄の（　）には、開催通知を送付した年月日を記載してください。評議員会の決議の省略又は評議員会への報告の省略を行った場合は、２欄目に「○」を記載してください。
※２　評議員会の決議の省略又は評議員会への報告の省略を行った場合は、議事録の作成に係る職務を行った者の氏名を記載してください。
※３　評議員会審議事項には、□決算・事業報告、□基本財産の処分、□定款の変更、□予算・事業計画（変更を含む）、□役員等の報酬等の総額、支給の基準、□社会福祉充実計画の承認、□その他、貴法人の業務に関する重要事項で評議員会において必要と認める事項等該当のある事項を記載してください。
３　監事監査等の状況　（令和７年度実施分）
（１）監事監査の状況
	監査年月日

	 　　　　年　　月　　日：　　時　　分～　　時　　分

　　年　　月　　日：　　時　　分～　　時　　分

	監査の所要日数等
	 　　日間　　　時間　　分

	監　　　　　　事

	氏　　　名
	

	
	氏　　　名
	

	監査実施場所
	

	理事会報告年月日
	　　年　　月　　日

	評議員会報告年月日
	　　年　　月　　日


（２）監事監査における指摘　　（　有　・　無　　　有の場合は、（３）に改善状況を記入。）
（３）指摘事項の改善状況・計画
	監査における指示・指摘事項

	改　善　状　況

	今後の改善計画


	
	
	


（４）自主的内部点検の実施状況
	点検年月日
	実施者職氏名
	点検内容、指示事項

※点検項目・書類を記載のこと
	改　善　状　況
	今後の改善計画

	
	職　名
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（５）会計監査又は専門家による支援の状況（会計監査人を設置していない法人）
　　□　取り組んでいない（取り組んでいない場合はその理由を記載してください。）
	＜会計監査又は専門家の支援に取り組まない理由＞


　　　□　取り組んでいる
　　　　　□　会計監査人による監査に準ずる監査を受けている。

　　　　　□　専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援を受けている。

　　　　　□　専門家による財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援を受けている。
　　　　　（会計監査人又は専門家の氏名又は名称　（　　　　　　　　　　　　　　　）
４　保有株式の状況
（１）その他財産における株式保有の有無　　（　有　・　無　）
（２）保有する株式の企業情報
	保有する株式の企業名
	事務所の
所在地
	資本金
	事業内容
	代表者氏名
	役員数
	従業員数

	
	
	
	
	
	
	


（３）保有株式の状況
	保有する株式の企業名
	保有する株式数等
	株式の

入手日
	令和７年度末現在高

（円）
	保有することとなった経過、理由等
	当該企業との関係

（人事、取引等）

	
	保有数
	全株式に占める割合（％）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


５　令和７年度決算に係る資産総額の状況
変更登記日：　　　　　年　　　月　　　日

６　資産（土地・建物）の状況
（１）法人所有資産（平成２６年度～令和７年度に取得したもの）
	使 用 目 的

（※１）
	所　在　地
	地　目

・
構　造
	登記簿

面　積
（㎡）
	土地・建物取得に係る
契約書の状況
	支払

経理

区分

等
	担保提供の状況

	
	
	
	
	
	
	抵当権設定

年月日
	
	

	
	
	
	
	契約
年月日
	契約の相手方

（親族等特殊関係※２）
	取得金額

(円)
	
	
	提供先
	県の

承認日

	土地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	①
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	④
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	⑤
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	建物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	①
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	④
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	⑤
	
	
	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	


※１　「使用目的」欄には、保育所○○園敷地、グループホーム○○建物、特別養護老人ホーム○○苑職員駐車場等、使用目的を記載してください。

※２　契約の相手方が、法人役員からみて親族等特殊な関係、あるいは会社等の経営に関わる者が親族等特殊な関係にある場合、「１　法人の概況（５）役員（理事・監事）名簿の親族等特殊関係欄」に準じ、関係を記載してください（例：①理事長の配偶者，⑤会社役員に○○理事の子など）。
注）１　土地、建物はそれぞれ１筆、１棟ごとに記載してください。
　　２　基本財産以外の財産についても、契約書の作成の有無、有償・無償に関わらず、実際に法人、施設で所有している全てのものを記載してください。
（２）借地等（令和７年度に借用しているもの）
	使 用 目 的

（※１）
	所　在　地
	地　目
・

構　造
	登記簿
面  積
（㎡）
	土地・建物借用に係る
契約書の状況
	借地料

支払経理

区分等
	利用（借地）権
設定状況

	
	
	
	
	契約
年月日
	期間
(年月)
	契約の相手方
（親族等特殊関係※２）
	借地料
月額(円)
	
	有
	無
	登記
年月日

	土地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	①
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	④
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	⑤
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	建物
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	①
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	④
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	⑤
	
	
	
	
	
	（　　　　　　　　）
	
	
	
	
	


※１　「使用目的」欄には、保育所○○園敷地、グループホーム○○建物、特別養護老人ホーム○○苑職員駐車場等、使用目的を記載してください。
※２　契約の相手方が、法人役員からみて親族等特殊な関係、あるいは会社等の経営に関わる者が親族等特殊な関係にある場合、「１　法人の概況（５）役員（理事・監事）名簿の親族等特殊関係欄」に準じ、関係を記載してください（例：①理事長の配偶者，⑤会社役員に○○理事の子など）。

注）１　土地、建物はそれぞれ１筆、１棟ごとに記載してください。
　　２　社会福祉事業以外に使用する借地等についても、契約書の作成の有無、有償・無償に関わらず、実際に法人、施設で借用している全てのものを記載してください。
　　３　「利用（借地）権設定状況」欄の有無は、該当欄に○印を記載してください。
７　金融機関等からの借入金の状況　その１
　（令和７年度中の状況及び令和８年度の予定）
	番
号

	借入先
	理事会の
承認年月日
	予算措置
状　　況
	借入目的
	計画

（※１）
	承認

（※２）
	（全体契約額）
借入金額（円）
	契約年月日
	利率
(％)
	担保提供の有無

	
	
	
	有
	無
	
	有
	無
	有
	無
	
	借入年月日
（借入期間）
	
	有
	無
	担保物件
	県の承認日

	
	
	年  月  日

	
	
	
	
	
	
	
	（           ）

	 年  月  日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
年  月  日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年  月  日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（        ）
	
	
	
	
	

	
	
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	（           ）

	年　月　日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
 　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	（           ）

	年　月　日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
 　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　 　）

	年　月　日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
 　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　 　）

	年　月　日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
 　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　 　）

	
	
	
	
	
	


注）１　借入金は、施設整備資金に限らず、つなぎ資金、経営資金等、全ての借入金について、令和５年度中に償還が終了したものも含めて記載してください。また、金融機関に限らず、役員等個人からの借入金についても記載してください。

２　借入の目的が複数あるが、一括して借入契約した場合は、（　）に全体契約額を記入し、経理区分ごとの借入金額を、枝番号を付して別欄に記載してください【記入例を参照】。
３　※１の計画は、長期の借入をした理由及び返済計画に関する文書の作成を行っているか、その状況について記載してください。
４　※２の承認は、長期・短期の借入を問わず、借入の実行に当たり、会計責任者が文書により総括会計責任者及び理事長に承認を得ているか、その状況を記載してください。
７　金融機関等からの借入金の状況　その２
（令和７年度中の状況及び令和８年度の予定：つづき）
	番号
	令和７年度

期首残高
(円）
	令和８年度

期末残高見込
(円）
	年
度
	年 間 償 還 額（円）
	支払経理

区分等
	充　当　財　源　別　金　額 （円）

	
	
	
	
	元　金
	利　息
	合　計
	
	役員
寄附
	その他の寄附
	県・市補助金
	事業
収入
	民改費繰　入
	運用収入繰入
	その他
	合　計

	
	
	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	８
	       
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１「年間償還額」欄、「充当財源別金額」欄には、上欄に令和７年度実績額、下欄に令和８年度予定額を記載してください。

　　２「その１」の「注２」により、枝番号を付して経理区分ごとの借入金を記入した場合、本書にも枝番号を付して内訳を記載してください。　
【記 入 例】

７　金融機関等からの借入金の状況　その１
　（令和７年度中の状況及び令和８年度の予定）
	番
号

	借　入　先
	理事会の
承認年月日
	予算措置
状　　況
	借入目的
	計画

（※１）
	承認

（※２）
	（全体契約額）
借入金額（円）
	契約年月日
	利率
(％)
	担保提供の有無

	
	
	
	有
	無
	
	有
	無
	有
	無
	
	借入年月日
（借入期間）
	
	有
	無
	担保物件
	県の承認日

	１
	○○銀行
	15年4月1日

	○

	
	Ａ福祉の里施設建築資金
	○
	
	○
	
	（10,000,000）
内訳は次のとおり
	H15年10月1日
	2.0
	○
	
	グループホームＡ・デイサービスセンタＡー敷地
	（ 有・無 ）
H15年7月1日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	H15年11月1日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（３０年間）
	
	
	
	
	

	１の１
	
	年　月　日

	
	
	高齢者グループホームＡ建設資金
	○
	
	○
	
	 （         ）
8,000,000
	年　月　日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
 年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	
	
	
	
	

	１の２
	
	年　月　日

	
	
	老人デイサービスセンターＡ改築資金
	○

	
	○

	
	（          ）
2,000,000


	年　月　日
	
	
	
	
	（ 有・無 ）
 年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	
	
	
	
	

	２

	○○銀行
	２年4月1日

	○

	
	就労継続支援Ｂ型事業所Ｂ建築つなぎ資金（３関係）
	
	
	
	○


	（         ）
10,000,000


	R2年11月1日
	3.0


	
	○
	
	（ 有・無 ）
 年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	R2年11月1日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（６ヶ月）
	
	
	
	
	

	３
	福祉医療機構

	23年4月1日

	○

	
	就労継続支援Ｂ型事業所Ｂ建築資金
	
	○


	
	○


	（　　　　　）
50,000,000


	H24年5月1日
	1.5


	○


	
	就労継続支援Ｂ型事業所Ｂ敷地・建物
	（ 有・無 ）
 年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	H24年5月1日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（２０年間）
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	（10,000,000）
70,000,000
	
	
	
	
	
	




８　法人内の貸付金（借入金）の状況　（令和７年度末） 
  （１）事業区分間の貸付金（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年３月３１日現在）
	
	貸付元
	
	
	
	
	

	
	貸付先
	
	
	
	
	

	
	長期・短期
	
	
	
	
	

	
	資金異動年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	資金異動(貸付）額
(A)
	円
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動(貸付）の理由、目的


	
	
	
	
	

	
	使途の内訳・金額 (B)  （A=B）
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事
務
費

	人　件　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	事　務　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事務
費
外
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	年度内に返済が完了していない場合は、その理由

	
	
	
	
	

	
	清算(予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


注）１　令和７年度あるいは令和６年度以前の借入で清算が完了していないすべての施設会計からの借入金について記載してください。
　　２　令和７年度末で貸付けを清算していない場合、その金額及び具体的返済計画を記載してください。
　　３　事務費とは、社会福祉法人会計基準（平成２８年３月３１日付厚生労働省令第７９号）別表第１及び第２において示されたものをいいます。
（２）拠点区分間の貸付金（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年３月３１日現在）
	
	貸付元
	
	
	
	
	

	
	貸付先
	
	
	
	
	

	
	長期・短期
	
	
	
	
	

	
	資金異動年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	資金異動(貸付）額
(A)
	円
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動(貸付）の理由、目的


	
	
	
	
	

	
	使途の内訳・金額 (B)  （A=B）
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事
務
費

	人　件　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	事　務　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事務
費
外
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	年度内に返済が完了していない場合は、その理由


	
	
	
	
	

	
	清算(予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


注）１　令和７年度あるいは令和６年度以前の借入で清算が完了していないすべての施設会計からの借入金について記載してください。
　　２　令和７年度末で貸付けを清算していない場合、その金額及び具体的返済計画を記載してください。
　　３　事務費とは、社会福祉法人会計基準（平成２８年３月３１日付厚生労働省令第７９号）別表第１及び第２において示されたものをいいます。
（３）サービス区分間の貸付金（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年３月３１日現在）
	
	貸付元
	
	
	
	
	

	
	貸付先
	
	
	
	
	

	
	長期・短期
	
	
	
	
	

	
	資金異動年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	資金異動(貸付）額
(A)
	円
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動(貸付）の理由、目的
	
	
	
	
	

	
	使途の内訳・金額 (B)  （A=B）
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事
務
費

	人　件　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	事　務　費
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	事務
費
外
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円

	
	年度内に返済が完了していない場合は、その理由


	
	
	
	
	

	
	清算(予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


注）１　令和７年度あるいは令和６年度以前の借入で清算が完了していないすべての施設会計からの借入金について記載してください。
　　２　令和７年度末で貸付けを清算していない場合、その金額及び具体的返済計画を記入してください。
　　３　事務費とは、社会福祉法人会計基準（平成２８年３月３１日付厚生労働省令第７９号）別表第１及び第２において示されたものをいいます。

９　法人内の繰入の状況（令和６年度）
（１）事業区分間の繰入
	繰　入　元
	
	
	
	合　計


	繰　入　先
	
	
	
	

	運
用
収
入

	介護報酬
からの繰入額   A
	円
	円
	円
	円

	
	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	
	内訳
	 
	円
	円
	円
	

	
	
	
	 
	円
	円
	円
	

	
	自立支援給付費等
からの繰入額   B
	円
	円
	円
	円

	
	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	
	内訳
	 
	円
	円
	円
	

	
	
	
	 
	円
	円
	円
	

	前期末支払資金残高からの繰入額  C
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	積立金の取崩しからの繰入額　D
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金収入の使途
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	そ　の　他　E
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	（A+B+C+D+E)
合　　計
	円
	円
	円
	円


（２）拠点区分間の繰入
	繰　入　元
	
	
	
	合　計


	繰　入　先
	
	
	
	

	運
用
収
入

	介護報酬
からの繰入額   A
	円
	円
	円
	円

	
	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	
	内訳
	 
	円
	円
	円
	

	
	
	
	 
	円
	円
	円
	

	
	自立支援給付費等
からの繰入額   B
	円
	円
	円
	円

	
	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	
	内訳
	 
	円
	円
	円
	

	
	
	
	 
	円
	円
	円
	

	前期末支払資金残高からの繰入額  C
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	積立金の取崩しからの繰入額　D
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	そ　の　他　E
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	（A+B+C+D+E)
合　　計
	円
	円
	円
	円


（３）サービス区分間の繰入
	繰　入　元
	
	
	
	合　計


	繰　入　先
	
	
	
	

	運
用
収
入

	介護報酬
からの繰入額   A
	円
	円
	円
	円

	
	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	
	内訳
	 
	円
	円
	円
	

	
	
	
	 
	円
	円
	円
	

	
	自立支援給付費等
からの繰入額   B
	円
	円
	円
	円

	
	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	
	内訳
	 
	円
	円
	円
	

	
	
	
	 
	円
	円
	円
	

	前期末支払資金残高からの繰入額  C
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	積立金の取崩しからの繰入額　D
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	そ　の　他　E
	円
	円
	円
	円

	
	資金異動年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	理事会承認年月日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	

	
	繰入金の使用目的等
	
	
	
	

	
	内
訳
	  
	円
	円
	円
	

	
	
	  
	円
	円
	円
	

	（A+B+C+D+E)
合　　計
	円
	円
	円
	円


１０　法人・施設に対する寄附の状況（令和７年度）
（１）役職員の寄附の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役職名
	氏　名
	金　　額

(円)
	本部経理区分で受け入れ
	施設経理区分
で受け入れ
	＜寄附理由＞

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　　注）１　役職員とは、当該法人の役員及び職員とし、金額の多少にかかわらず、当該法人又は施設に寄附した額を記載してください。
　　　　２　「寄附理由」欄にその内容を明記してください。

　　　　３　寄附物品については、収入計上したものについて、その価額を下段（　）書別掲としてください。
（２）一般の寄附の状況（役職員の寄附を除く。）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、円）
	　　　　区　分
　寄附者
　種　別
	本部経理区分
で受け入れ
	施設経理区分
で受け入れ
	＜寄附理由＞

	
	人　数
	金　　額
	人　数
	金　　額
	

	企業・商店等
	
	
	
	
	

	
	うち取引業者
	
	
	
	
	

	利　用　者
	
	
	
	
	

	利用者の家族
	
	
	
	
	

	利用者の遺族
	
	
	
	
	

	そ　 の 　他
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　注）１　寄附物品については、収入計上したものについて、その価額を下段（　）書別掲としてください。
　　　２　「うち取引業者」欄は、施設の整備・運営等について直接施設と取引関係がある業者について
　　　　記載してください。
　　　３　利用者からの寄附については、「寄附理由」欄にその内容を明記してください。
（３）寄附金関係帳簿等の整備状況
	帳　 簿　 等
	整備
状況
	＜未整備の場合は

その理由＞
	注）
　１　関係帳簿等の整備の有無について、○印を付してください。
　２　「整備状況」欄に「無」がある場合は、「理由」欄に未整備の理由を具体的に記載してください。

	寄附申込書
	有・無
	
	

	寄附受領書の交付
	有・無
	
	

	寄附金台帳
	有・無
	
	


１１　契約の状況（令和７年度に契約したもの）
（１）一般競争入札
	工　　　事　　　名

（委託業務名・購入物

品名・リース物品名）
	
	
	

	予定価格（税込）
（最低制限価格（税込））
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）

	落札価格（税込）
	円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円

	落　札　業　者　名
	
	
	

	事　　業　　の　　財　　源
	国・県補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	市町村補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	民 間 助 成 金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	福祉医療機構貸付金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	その他借入れ
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	自　己　資　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	寄　　附　　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	本部経理区分等
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	そ　　の　　他
	                   円
	                   円 
	                   円 

	入　　　札　　　関　　　係
	公　募　方　法
（　制　約　）
	（　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　）
	（　　　　　　　　　）

	
	事　前　説　明
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入　　札　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入札参加社数
	　社
	　　　　　　　　　　社
	　　　　　　　　　　社

	
	入札立会者氏名
（県の立会を含む）
	
	
	

	
	入 札 の
事前承認（報告）・
結果承認（報告）
	県
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	
	理事会
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	入札結果の開示


	有　 ・　 無
（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無

（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無

（場所　　　　　　　）


	契　　約　　・　　検　　査
	契 約 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	下請負の状況
	社
	社
	社

	
	工事着工（業務開始）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	工事完成（業務終了）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	県の検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	工事（委託・購入）

代金の支払
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)


　　注）１　本表は、一般競争入札を行ったもの及び一般競争入札で落札されず随意契約を行ったものに
　　　　　ついて記載してください。
　　　　２　予定価格及び最低制限価格の算定根拠の分かるものを別途添付してください。
　　　　３　応札状況を別途添付してください。
　　　　４　入札を行い落札されなかったために随意契約となったものについては、業者の選定方法及び契約金額の算定方法について別途添付してください。
　　　　５　下請負業者の業者名、金額、業務内容を別途添付してください。

（２）指名競争入札
	工　　　事　　　名

（委託業務名・購入物
品名・リース物品名）
	
	
	

	予定価格（税込）
（最低制限価格（税込））
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）
	                　円
（　　　　　　　　円）

	落札価格（税込）
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円

	落　札　業　者　名
	
	
	

	事　　業　　の　　財　　源
	国・県補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	市町村補助金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	民間助成金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	福祉医療機構金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	その他借入れ
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	自　己　資　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	寄　　附　　金
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	本部経理区分等
	                   円
	                   円 
	                   円 

	
	
	そ　　の　　他
	                   円
	                   円 
	                   円 

	入
札

関

係
	事　前　説　明
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入　　札　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	入札参加社数
	　　　　　　　　　社
	　　　　　　　　　　社
	　　　　　　　　　　社

	
	入札立会者氏名
（県の立会を含む）
	
	
	

	
	入 札 の
事前承認（報告）・
結果承認（報告）
	県
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	
	理事会
	年　　月　　日
年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日
	年　　月　　日

年　　月　　日

	
	入札結果の開示
	　　有　 ・　 無
（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無

（場所　　　　　　　）
	有　 ・　 無

（場所　　　　　　　）


	契　　約　　・　　検　　査
	契 約 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	下請負の状況
	社
	社
	社

	
	工事着工（業務開始）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	工事完成（業務終了）
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	県の検査
	中間検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	
	
	完成検査
	実施年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	
	
	
	実施者氏名
	
	
	

	工事（委託・購入）

代金の支払
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
	第１回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第２回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第３回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第４回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)
第５回　　　　　　　円
(　　年　　月　　日)


　　注）１　本表は、指名競争入札を行ったもの及び指名競争入札で落札されず随意契約を行ったものに
　　　　　ついて記載してください。
　　　　２　予定価格及び最低制限価格の算定根拠の分かるものを別途添付してください。
　　　　３　応札状況を別途添付してください。
　　　　４　入札を行い落札されなかったために随意契約となったものについては、業者の選定方法及び契約金額の算定方法について別途添付してください。
　　　　５　下請負業者の業者名、金額、業務内容を別途添付してください。
（３）随意契約
	名　　　　 称
	
	
	

	工　事　名
	
	
	

	委託業務名
	
	
	

	購入物品名

（自動車等）
	
	
	

	購入不動産名

(土地・建物等)
	
	
	

	リース物品名
	
	
	

	随意契約の理由
	
	
	

	経理規程の根拠条文
	
	
	

	理事会の承認等
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	見　積　業　者　数
	社
	社
	社

	見積業者選定基準
	
	
	

	発　注　業　者　名
	
	
	

	契　　　約　　　額
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　円

	契　　　約　　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	納 品 等 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	検 収 等 年 月 日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	支　　　払　　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	補　助　金　等
	
	
	


注）１　令和７年度に、随意契約を行った工事等にあっては、次に掲げる金額を超えたものすべて記載してください。

	区分
	金額

	会計監査を受けない法人
	１，０００万円

	会計監査を受ける法人
※会計監査人設置法人及び会計監査人を設置せずに公認会計士又は監査法人による会計監査を受ける法人
	法人の実態に応じて、下記金額を上限に設定
・建築工事：２０億円
・建築技術・サービス：２億円
・物品等：３，０００万円


ただし、貴法人の経理規程で随意契約できる範囲を次に掲げる金額までとしている場合は、次に掲げる金額を超えたものすべて記載してください。
	　　　　　
　　　　　
　　　　　
	 ①　工事又は製造の請負　　　　　
	２５０万円

	
	 ②　食料品・物品等の買入れ　　　
	１６０万円

	
	 ③　①、②に掲げるもの以外のもの
	１００万円


２　「補助金等」欄は、契約に係る補助金等（国・県負担（補助）金、民間助成金、共同募金等を受けている場合に、その補助金名と金額を記入してください。

１２　会計責任者等の状況
	項　　目
	拠点区分
又は
サービス区分
	氏　　名

	設置の
有　無
	有…設置年月日
無…　理　　由
	辞令書
発行の
有　無
	有…発行年月日
無…　理　　由

	会計責任者
	
	
	有・無
	
	有・無
	

	会計責任者
	
	
	有・無
	
	有・無
	

	出納職員
	
	
	有・無
	
	有・無
	

	出納職員
	
	
	有・無
	
	有・無
	

	総括会計責

任者（※）
	
	
	有
	
	有
	


注）　｢総括会計責任者｣欄には、設置されている場合のみ記載してください。
１３　補助簿及び明細表（附属明細書）の整備状況
（１）貸借対照表に対応する書類

	勘定科目
	補　助　簿
	附属明細書
	

	
	区　　分
	整備状況
	規定整備
	区　　分
	整備状況
	規定整備

	現金
	現金出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	預金
	預金（貯金）出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	当座預金
	当座預金出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	小口現金

（限度額　　　万円）
	小口現金出納帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	有価証券
	有価証券台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	未収金
	未収金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	棚卸資産
	棚卸資産受払台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	立替金
	立替払台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	前金払
	前払金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	貸付金
	貸付金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	仮払金
	仮払金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	固定資産
	固定資産管理台帳
	有・無
	有・無
	基本財産及びその他固定資産の明細書
	有・無
	有・無

	リース資産
	リース資産管理台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	差入保証金
	差入保証金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	長期前払費用
	長期前払費用台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	未払金
	未払金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	預り金
	預り金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	前受金
	前受金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	仮受金
	仮受金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	引当金
	―
	―
	―
	引当金明細書
	有・無
	有・無

	借入金
	借入金台帳
	有・無
	有・無
	借入金明細書
	有・無
	有・無

	退職給付引当金
	退職給付引当金台帳
	有・無
	有・無
	―
	―
	―

	基本金
	基本金台帳
	有・無
	有・無
	基本金明細書
	有・無
	有・無

	国庫補助金等特別積立金
	―
	―
	―
	国庫補助金等特別積立金明細書
	有・無
	有・無

	その他の積立金、○○積立資産
	―
	―
	―
	積立金・積立資産明細書
	有・無
	有・無

	事業区分間貸付金
	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間長期貸付金（長期借入金）管理台帳、事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間短期貸付金（短期借入金）管理台帳
	有・無
	有・無
	事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
	有・無
	有・無

	事業区分間借入金
	
	有・無
	有・無
	
	
	

	拠点区分間貸付金
	
	有・無
	有・無
	
	
	

	拠点区分間借入金
	
	有・無
	有・無
	
	
	

	サービス区分間貸付金
	
	有・無
	有・無
	サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
	有・無
	有・無

	サービス区分間借入金
	
	有・無
	有・無
	
	
	


（２）事業活動計算書に対応する書類

	勘定科目
	補　助　簿
	附属明細書
	

	
	区分
	整備状況
	規定整備
	区分
	整備状況
	規定整備

	―
	―
	―
	―
	拠点区分事業活動明細書
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	就労支援事業別事業活動明細書
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	製造原価
	―
	―
	―
	就労支援事業製造原価明細書
	有・無
	有・無

	製造原価
	―
	―
	―
	就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	販管費
	―
	―
	―
	就労支援事業販管費明細書
	有・無
	有・無

	販管費
	―
	―
	―
	就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	就労支援事業明細書
	有・無
	有・無

	―
	―


	―
	―
	就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	授産事業費用明細書
	有・無
	有・無

	経常経費寄附金収益
	寄附金品台帳
	有・無
	有・無
	寄附金収益明細書
	有・無
	有・無

	施設整備等寄附金収益
	
	
	
	
	
	

	長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
	
	
	
	
	
	

	補助金事業収益
	補助金台帳
	有・無
	有・無
	補助金事業等収益明細書
	有・無
	有・無


（３）資金収支計算書に対応する書類

	勘定科目
	補　助　簿
	附属明細書
	

	
	区分
	整備状況
	規定整備
	区分
	整備状況
	規定整備

	事業区分間繰入金収入
	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間繰入金管理台帳
	有・無
	有・無
	事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
	有・無
	有・無

	事業区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	

	拠点区分間繰入金収入
	
	
	
	
	
	

	拠点区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	

	サービス区分間繰入金収入
	―
	―
	―
	サービス区分繰入金明細書
	有・無
	有・無

	―
	―
	―
	―
	拠点区分資金収支明細書
	有・無
	有・無


注）１　補助簿及び規定の整備の有無について、該当するものに○印をつけてください。

　　２　補助簿及び附属明細書は、法人本部及び各拠点施設で整備している場合に有に○を記載してください。（どちらか一方の場合は無としてください。）
１４　金銭の管理状況
	項　　目
	内　　　容

	現金出納帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．残高と帳簿残高の照合
　①毎日の現金出納終了後の照合　（できている・できていない）
　②照合の方法



	
	領　収　書
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．領収した金銭の現金出納帳への記帳（できている・できていない）

３．領収書の控えと現金出納帳の照合（できている・できていない）

	小口現金出納帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）

２．残高と帳簿残高の照合

　①毎日の現金出納終了後の照合　（できている・できていない）

　②照合の方法




	預金（貯金）出納帳

	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）

２．取引金融機関残高と帳簿残高の照合

　①毎月末日の照合　（できている・できていない）

　②照合の方法




	
	預貯金通帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．入出金後の預金（貯金）出納帳への記帳（できている・できていない）

３．通帳と預金（貯金）出納帳の照合（できている・できていない）

４．預貯金残高調整表（有・無）／預貯金残高調整表の報告（有・無）

	当座預金出納帳
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）

２．取引金融機関残高と帳簿残高の照合

　①毎月末日の照合　（できている・できていない）

　②照合の方法




	
	小　切　手
	１．確認者（会計責任者・出納職員：氏名　　　　　　　外　　人）
２．振り出した小切手の預金（貯金）出納帳への記帳（できている・できていない）

３．小切手の控えと預金（貯金）出納帳の照合（できている・できていない）
４．当座預貯金残高調整表（有・無）／当座預貯金残高調整表の報告（有・無）


注）１　会計責任者・出納職員は該当する職名に○印をつけてください。
　　２　１のうち確認者が複数いる場合は、人数を記載してください。

　　３　照合の方法は、簡潔に記載してください。
　　４　領収書、預貯金通帳及び小切手は記帳・照合は該当するものに○印をつけてください。

１５　小切手・金券等の保有状況（令和８年７月１日現在）
（１）小切手・キャッシュカード・金券・クレジットカード等の保有状況

　　①小切手の使用状況

	使用状況
	管理者の職・氏名
	管理規程の有無

	□　有

□　無
	
	　□　有（　　　　　　　規程）
　□　無


　　②キャッシュカードの保有状況

	保有状況
	保有枚数
	使途
	管理者の職・氏名
	管理規程の有無

	□　有

□　無
	枚
	□　ＥＴＣ
□　ガソリン
□　その他（　　　　）
	
	□　有（　　　　　　　規程）

□　無


　　③金券（プリペイドカード、切手等）の保有状況

	保有状況
	種類
	管理者の職・氏名
	管理規程の有無

	□　有

□　無
	□　切手
□　プリペイドカード
□　その他（　　　　　　　）
	
	□　有（　　　　　　　規程）

□　無


　　④クレジットカードの保有状況

	保有状況
	保有枚数
	使途
	管理者の職・氏名
	管理規程の有無

	□　有

□　無
	枚
	
	
	□　有（　　　　　　　規程）

□　無


１６　月次試算表の状況
	決算月
	会計責任者

の作成日
	提出日

	
	
	総括会計責任者（※）
	理事長

	R6
	４
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	５
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	６
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	７
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	８
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	９
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	10
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	11
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	12
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	R7
	１
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	２
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	
	３
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日


注）　｢総括会計責任者（※）｣欄には、設置されている場合のみ記載してください。
１７　公印管理の状況
（１）公印管理責任者　　職氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　）
(２) 公印の保管場所（　　 　　　　　　　　　　施錠の有無：　　有　・　無　） 
（３）公印の利用時間（ ＡＭ　　：　　～　ＰＭ　　：　　　）
（４）公印管理規程等の有無　（ 　有　・　無　　名称：　　　　　　　　　　　　　）

（５）公印押印の方法　　　　伺書（稟議書）との照合　（　有　・　無　）

　　　　　　　　　　　　　　公印管理簿への記帳　　　（　有　・　無　）

１８　法人の情報の公開状況　（令和８年７月１日現在）

（１）インターネットの利用による公表、備置き及び閲覧
	対象書類
	公表
	備置き・閲覧
	「無」の場合、今後の予定（公表時期）

	定款
	□有　□無
	□有　□無
	

	計算書類（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書）※
	□有　□無
	□有　□無
	

	計算書類の附属明細書
	□有　□無
	□有　□無
	

	事業報告書
	□有　□無
	□有　□無
	

	事業活動報告書の附属明細書
	□有　□無
	□有　□無
	

	監査報告書(会計監査報告書を含む)
	□有　□無
	□有　□無
	

	財産目録
	□有　□無
	□有　□無
	

	役員等名簿
	□有　□無
	□有　□無
	

	役員等報酬支給基準
	□有　□無
	□有　□無
	

	現況報告書※
	□有　□無
	□有　□無
	

	事業計画書、収支予算書
	□有　□無
	□有　□無
	


　　※電子開示システムにより県に届出を行ったときは、法人が公表を行ったものとみなされます。

１９　サービス評価（福祉サービス第三者評価受審、自己評価等を含む）の実施の有無

(１) 実施の有無　　□　有　・　□　無　
(２) 実 施 内 容　　   　 □　福祉サービス第三者評価受審　

　　　　　　　　　　　　　　（評価機関名：　　　　　　　　　　　　　　　）

□　自己評価等　□ その他「 　　　　　　　　　」

（３）（１）で「無」の場合、その理由を下記に記載してください。

（４）福祉サービス第三者評価受審状況

	受審施設・事業所名
	受審時期
	今後受審予定時期

	
	年　　月　　日
	年　　月ごろ

	
	年　　月　　日
	年　　月ごろ

	
	年　　月　　日
	年　　月ごろ


２０　苦情解決の取組状況　（令和７年度）
（１）苦情解決の取組の有無　　　有　・　 無 　（→「無」の場合はその理由を記載してください。）
	＜苦情解決に取り組まない理由＞


（２）苦情解決責任者　　　　　理事長 ・ 施設長 ・ その他（氏名　　　　　　　　）
（３）苦情受付担当者　　　職氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　）
（４）第三者委員
	氏　　　名
	職　　　業
	報酬（円）
	任　　期

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


（５）苦情の受付けについての利用者への周知
　 　ア　周知しているかどうか　　　□　周知している ・ □　周知していない

　（→「周知していない」の場合はその理由を記載してください。）
	＜周知していない理由＞


　　イ　周知の方法
	＜周知の方法を具体的に記載＞


　（６）苦情解決の受付の方法

	＜受付の方法を具体的に記載＞



　（７）苦情解決の記録、報告の方法

	＜記録、報告の方法を具体的に記載＞



　（８）解決事案の公表の方法

	＜公表の方法を具体的に記載＞



　（９）令和７年度の苦情解決処理件数　　　件
２１　役職員研修の状況　（令和７年度）
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


注）既存の資料がある場合には、記載に替えて資料の添付でも可とします。
２２　人権問題（同和問題等）研修実施状況等　（令和７年度）
（１）公正採用選考人権啓発推進員の設置状況
	施　　設　　名
	職員数
	推　　進　　員　　の　　職　　氏　　名

	
	
	


　（注）「公正採用選考人権啓発推進員」とは、従前の「企業内同和問題研修推進員」と同一です。
（２）同和教育推進協議会への加入状況
　　□　加入している　　　　　　　□　加入していない
（３）人権問題（同和問題等）研修の実施状況
　 　ア　外部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


イ　内部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


注）既存の資料がある場合には、記載に替えて資料の添付でも可とします。
２３　公益通報者保護の取組状況　（令和７年度）
（１）公益通報者保護の取組状況　（  □　取り組んでいない　・ □　取り組んでいる　 ）
（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記載してください。）
	＜取り組んでいない理由＞


（２）通報窓口の設置の有無　（ 　有  ・ 　無　　設置場所：　　　　　　　　　　）
（３）通報受付担当者　　職氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）
（４）事務処理要領(マニュアル）等の作成  　（ 　有  ・ 　無　　　名称：　　　　　　　　　　）
（５）公益通報の仕組み、取組について職員等への周知
　　　周知しているか　（ □　周知している ・ □　周知していない ）

ア（→「周知していない」理由を記載してください。）

	＜周知していない理由＞


　 　イ　周知方法　

	＜周知方法を具体的に記入＞


（６）公益通報者保護研修の取組状況　（　□　取り組んでいない　・ □　取り組んでいる　）

（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記載してください。）

	＜取り組んでいない理由＞


取り組んでいる場合
　　ア　外部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


   イ　内部研修

	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


注）既存の資料がある場合には、記載に替えて資料の添付でも可とします。

２４　コンプライアンス(法令遵守）の取組状況　（令和７年度）
（１）コンプライアンス(法令遵守）の取組状況
　　（ □　取り組んでいない　・ □　取り組んでいる ） 　
（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記載してください。）
	＜取り組んでいない理由＞


（２）コンプライアンス(法令遵守）の仕組み、取組について職員等への周知
　　ア　周知しているか　（　□　周知している ・ □　周知していない ）
　　イ　周知方法

	＜周知方法を具体的に記入＞


（３）コンプライアンス(法令遵守）研修の取組状況
　 　（　□　取り組んでいない　・ □　取り組んでいる　）
（→「取り組んでいない」の場合はその理由を記載してください。）
	＜取り組んでいない理由＞


      取り組んでいる場合
　　ア　外部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


   イ　内部研修
	実 施 日
	研　修　会　名
	開催者・場所
	対象者
	参加

人数
	日数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	
	
	


　　　注）１　コンプライアンス(法令遵守）研修については、法人の役職員等の研修、会計担当者の会計事務(処理）の研修等を含みます。
注）２　既存の資料がある場合には、記載に替えて資料の添付でも可とします。
２５　ＩＳＯ９００１認証取得の状況

（１）ＩＳＯ９００１認証取得の状況
　　（ □　認証取得していない　・ □　認証取得している ） 　
（→「認証取得していない」の場合はその理由を記載してください。）
	＜認証取得していない理由＞


　（２）認証取得している施設・事業所の名称

	認証取得している施設・事業所の名称
	認証取得年月日

	
	年　月　日

	
	年　月　日

	
	年　月　日

	
	年　月　日


　（３）継続・更新審査予定時期

	認証取得している施設・事業所の名称
	継続審査
	更新審査

	
	年　月　日
	年　月　日

	
	年　月　日
	年　月　日

	
	年　月　日
	年　月　日

	
	年　月　日
	年　月　日


２６　地域社会に開かれた事業運営に係る実施状況

（１）実習生（福祉関係養成校等の研修生又は介護相談員）の受入れ

	項目
	取組の有無

（※１）
	添付書類

（※２）

	ア　実習生の受入れに関する基本姿勢を明文化している。
	有　・　無
	基本姿勢を明文化したもの

	イ　実習生の受入れについて、受入れについての連絡窓口事前説明、オリエンテーションの実施方法等の項目が記載されたマニュアルが整備されている。
	有　・　無
	実習生受入れのマニュアル

	ウ　実習生の受入れに当たっては、学校との覚書を取り交わす等によって、実習における責任体制を明確にしている。
	有　・　無
	学校との覚書

	エ　実習指導者に対する研修を実施している。
	有　・　無
	実習指導者への研修概要がわかるもの

	オ　実習内容全般を計画的に学べるようなプログラムを用意している。
	有　・　無
	計画的な実習プログラム

	カ　学校側と、実習内容について連携してプログラムを整備するとともに、実習期間中においても継続的な連携を維持していくための工夫を行っている。
	有　・　無
	学校との実習期間中の連携の記録

	キ　社会福祉士、介護福祉士、ホームヘルパー等の種別に配慮したプログラムを用意している。
	有　・　無
	職種別の実習プログラム

	令和６年度の実習生の受入れ実績
	福祉関係養成校等の研修生　　　人

介護相談員　　　　　　　　　　人


（２）ボランティアの受入れ

	項目
	取組の有無

（※１）
	添付書類

（※２）

	ア　ボランティアの受入れに関する基本姿勢を明文化している。
	有　・　無
	基本姿勢を明文化したもの

	イ　ボランティアの受入れについて、登録手続、ボランティアの配置、事前説明等に関する項目が記載されたマニュアルを整備している。
	有　・　無
	ボランティア受入れのマニュアル

	ウ　ボランティアに対して必要な研修を行っている。
	有　・　無
	研修の記録

	令和６年度のボランティアの受入れ実績
	ボランティア　　　　　　　　人


（３）地域の福祉関係者や市民団体等との積極的な交流

	項目
	取組の有無

（※１）
	添付書類

（※２）

	ア　地域との関わり方について基本的な考え方を明文化している。
	有　・　無
	基本的な考え方を明文化したもの

	イ　活用できる社会資源や地域の情報を収集し、掲示板の利用等で利用者に提供している。
	有　・　無
	実施状況の概要（任意様式）

	ウ　利用者が地域の行事や活動に参加する際、必要があれば職員やボランティアが援助を行う体制が整っている。
	有　・　無
	援助を行う体制について記載されたもの

	エ　地域の人々に向けた、事業所や利用者への理解を得るための日常的なコミュニケーションを心掛けている。
	有　・　無
	実施状況の概要（任意様式）

	オ　利用者の買い物及び通院等日常的な活動についても、定型的でなく個々の利用者のニーズに応じて、地域における社会資源を利用するよう推奨している。
	有　・　無
	実施状況の概要（任意様式）

	カ　介護、保育等について、専門的な技術講習会及び研修会、地域住民の生活に役立つ講演会等を開催して、地域へ参加を呼びかけている。
	有　・　無
	地域への参加を呼びかけたときの案内状等

	キ　介護相談・育児相談窓口、障がい者やその家族等に対する相談支援事業、子育て支援サークル等、地域ニーズに応じ住民が自由に参加できる多様な支援活動を行っている。
	有　・　無
	実施状況の概要（任意様式）

	ク　地域へ向けて、理念や基本方針、事業所で行っている活動等を説明した印刷物、広報誌等を配布している。
	有　・　無
	実施状況の概要（任意様式）


※１ 取組を実施している場合は「有」に○印を、していない場合は「無」に○印を付けてください。

※２ 添付書類欄に記載の添付は、鳥取県社会福祉法人指導監査要綱別表Ａ―３の区分に定める取組
　　 により「良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めている」ことを積極的に証明しよう
とする場合に添付してください。（ただし、添付していただいた場合でも、必ずしもＡ―３の
区分に整理されるものではありません。） 

２７　先駆的な社会貢献活動に係る実施状況
　　該当がある場合に記載してください。
	（１）
	活動の名称
	

	（２）
	実施施設

の概要
	施設名
	

	
	
	施設種別
	

	
	
	定　員
	

	（３）
	活動の内容

（活動対象者、活動の頻度、年間延べ利用者数、活動開始年、活動の詳細内容、参加費の徴収の有無等）
	

	（４）
	活動の成果
	

	（５）
	地域への影響
	

	（６）
	今後の課題
	

	（７）
	その他
	


２８　これからの法人の事業展開　等　
　　　現在、法人が抱えている問題や課題及びこれらを踏まえた今後の法人の事業展開、経営戦略等又は
　　現在法人が積極的に取り組んでいることについて記載してください。(法人全体を概括して記載して
いただいたら結構ですが、特記すべき事項がありましたら、事業又は拠点区分単位で記載して下さい。)
	　



短期運営資金借入金
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